







































































































































































件数 1～5年 6～10年11～15年16～20年21～26年26～30年31年以上 無答 平均（年）













































































































































































































































































































































20－29歳 1．7 3．1 2．8 1．7 129
　一冒　■皿　〒一一一 一一一一一一一一一一一一一 幽一一一一一一一一一一一一 一一一一一　一　　　　　　 ｝π一｝｝皿　　一一一一一 一一一一一
年齢別 30－39 1．8 3．0 2．9 1．8 127
一一一一一一一一一一一 一　　一　　　　　　　　一 　一一，曽一一一P－一一一 一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一　■一一　 　曽曹早雫
40－49 1．9 3．1 29 1．9 134
















21－30 1．9 3．2 2．9 1．9 75
一般職 1．7 3．1 2．9 1．7 280
，一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一　一 一一回｝皿一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一 一一　一一
職位別 主任・係長等 1．9 3．1 3．0 1．9 90
　　一胃P－　一一　一 　一　一一一皿一一一一’一 一一一一一一一一一一一一一 一　一一一一　　｝一皿一一 　一一一一一一一一一一一一 一一一一一課長等 2．0 2．9 2．8 2．1 26
配偶者あり 1．8 3．0 2．9 1．8 205
未既婚別 一一一一一冒一　一一一 一一一一一一一一一一一一一 一一一一一曽曽一一－一闇曽 一一一一一一一一一一一　一 一一　一一一一一一一一一　 冑一，一一
家族状況 なし 1．8 3．2 3．0 1．8 190
からみる あり 1．9 3．0 2．9 1．8 185
子どもの 一一■一一一一一一一一 一　一　一一一一一　1　一 　　　曹一｝一一一一一一一 一一一一一一一一　一■皿一 一一一一一一一一一一一一一 一一一一一有無別 なし 1．8 3．1 2．9 で．8 210
仕事の内容も
仕事の量も同 1．6 3．0 2．8 1．9 24
仕事の管 仕事配分
じである一一一一　一　一　一　
一一　一一一一一一一一一　 　■　　一一一曹■　曹P， 一一一一一一一一一一一一一 一一一一一一一一一　一曹曹 雫F一一一理からみ 方法別 仕事の内容は?
同じだが、仕
魔ﾌ量は減ら 1．6 3．1 29 1．7 40
している
1．8 3」 2．9 1．8 396
（注）
①図表中の得点は、〔「そう思う」×4＋「ややそう思う」×3＋「あまりそう思わない」×2＋「そう思わない」×1〕
　　によって計算した平均点である。
②各項目とも、サンプル数が10人を下回る選択肢は省略してある。
16
低く評価すべきであるとしている。
第5章　まとめ～課題と政策の方向～
　WLBを実現するためには働き方の柔軟化を進める必要があるが、それが十分に機能するには人事評価
が問題になり、そのあり方が決まれば自動的にあるべき給与制度や昇進・昇格制度も決まることになる。
　この点について看護職員が提案している人事評価制度は、働き方を柔軟化したからといって特別に考
慮する必要はなく、あくまでも成果で評価する人事評価制度である。ここで問題になることは、このよ
うな看護職員の提案をどのように受けとめ制度を設計するかであるが、そのさいには、少なくとも以下
の二つの点を慎重に検討する必要があろう。
　第一には、成果を何で評価するかである。前述したように、看護職員の現状の人事評価制度に対する
評価は厳しく、必ずしも成果を適正に反映した制度にはなっていないとみられている。それにもかかわ
らず働き方が柔軟化し多様化しても成果に基づいて評価すべきであるというのであれば、まずは、通常
の働き方を前提にした現状の人事評価制度をまずは成果に基づく制度として再編する必要がある。
　そのためには仕事の管理の在り方が問題になり、内容、量、目標を明確にしたうえで仕事の指示がな
されないかぎり成果で評価することは難しい。この点で問題なることは、仕事の管理のうえで責任をも
つベテラン看護職員ほど、働き方の柔軟化に合わせて自動的に評価を下げることが必要であると考えて
いることである。これが検討すべき第二の点であり、これを解決するには、仕事配分に責任をもつ看護
職員の仕事の管理能力を高めることが求められよう。
　看護職員のWLBの向上をはかるための人事管理上の課題と政策的な方向について整理してきた。し
かし、これは調査で得られた豊富なデータの一次分析結果に基づくものである。今回の成果を踏まえて
分析を進化させることによって、課題と政策をより明確に把握できると考えている。
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